
招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

証券コード　6580
2019年６月11日

株　主　各　位
東京都渋谷区渋谷二丁目15番１号
株 式 会 社 ラ イ ト ア ッ プ
代表取締役社長 白 石 　 崇

第18期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第18期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くだ
さいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数な
がら後記の株主総会参考書類をご検討の上、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示い
ただき、2019年６月25日（火曜日）午後７時までに到着するようご返送くださいますようお願い申
しあげます。

敬　具
記

１．日 時 2019年６月26日（水曜日）午前10時　（受付開始　午前９時30分）
２．場 所 東京都渋谷区渋谷二丁目15番１号

渋谷クロスタワー　32階　当社会議室
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 第18期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）事業報告及び計算書類報

告の件
決 議 事 項 議　　　案　取締役６名選任の件

以　上

○当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお
　願い申しあげます。
○株主総会参考書類並びに事業報告及び計算書類に修正が生じた場合は、修正後の事項をインターネ
　ット上の当社ウェブサイト（アドレス　https://www.writeup.jp/）に掲載させていただきます。
○総会ご出席者へのお土産はご用意しておりませんので、あらかじめご了承いただきますようお願い
　申しあげます。
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

( 2018年４月 1 日から
2019年３月31日まで )

１．会社の現況
(1)　当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果
　当事業年度におけるわが国経済は、緩やかに景気回復基調が継続してきたものの、米中貿易
摩擦の深刻化や原油価格、為替相場の変動など、国際政治や経済情勢は不確実性が高まってお
り、依然として先行きは不透明な状況が続いております。
　このような環境の中、当社では「全国、全ての中小企業を黒字にする」という理念のもと、
クラウドソリューション事業とコンテンツ事業を展開してまいりました。
　この結果、当事業年度の売上高は1,612,993千円（前事業年度比0.4％増）、営業利益は
277,514千円（前事業年度比34.9％減）、経常利益は264,555千円（前事業年度比37.6％減）、
当期純利益は191,931千円（前事業年度比34.5％減）となりました。

　セグメント別の状況は次のとおりであります。

　クラウドソリューション事業におきましては、パートナー企業によるＩＴ・人材・マーケテ
ィング関連商材の開発、仕入れ及び営業支援を行っている「ＪＤネット」サービスと経営課題
解決エンジン「Ｊエンジン」を主軸にＩＴ・人材・マーケティング・資金の４つの視点から経
営課題の解決施策を提案するコンサルティングサービスを展開してまいりました。
　ＪＤネットにおきましては、新規パートナーの獲得によるパートナー網の拡大・既存パート
ナーに対する営業支援サービスの拡充・パートナー網を通じた商材販売の増加に取り組んでま
いりました。
　Ｊエンジンにおきましては、中小企業を顧客基盤に持つ企業との提携を通じて、既存のコン
サルティングサービスの拡販を図り一定の成果を残しましたが、提携相手である大手企業の取
り組みに遅れが生じ、当事業年度としては企図していた程の成果にはつながりませんでした。
その一方で、国内の人材不足・採用難を背景に今後も高い需要が見込まれるHRソリューション
の新商材を投入して売上の拡大を図り、当事業年度を通じて一定の成長を成し遂げることがで
きましたが、コンサルティングサービス事業の収益拡大の遅れを補うには至りませんでした。
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　この結果、同セグメントの売上高は1,222,908千円（前事業年度比0.0％減）、セグメント
利益は408,112千円（前事業年度比18.5％減）となりました。

　コンテンツ事業におきましては、業種、規模を問わず、様々な企業の「メール・Webマーケ
ティング」等の企画制作を請負うサービスを展開しており、緩やかな景気の拡大に伴う市場環
境に合わせサービスの受注拡大と生産性向上に努めてまいりました。
　この結果、同セグメントの売上高は390,084千円（前事業年度比1.8％増）、セグメント利
益は113,304千円（前事業年度比10.1％減）となりました。

事業別売上高

事 業 区 分

第17期
（2018年３月期）

（前事業年度）

第18期
（2019年３月期）

（当事業年度）
前事業年度比

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 増減率

クラウドソリューション事業 1,223,321千円 76.1％ 1,222,908千円 75.8％ △412千円 △0.0％

コ ン テ ン ツ 事 業 383,356 23.9 390,084 24.2 6,728 1.8

合 計 1,606,677 100.0 1,612,993 100.0 6,316 0.4
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②　設備投資の状況
　当事業年度に実施しました設備投資の総額は、3,015千円であります。

③　資金調達の状況
　当社は、2018年６月22日をもって東京証券取引所マザーズ市場へ上場するにあたり、公募
増資により150,000株の新株式を発行し、389,160千円の資金調達を行いました。
　また、上場に伴う第三者割当増資（オーバーアロットメントによる売出し）により71,000
株の新株式を発行し、184,202千円の資金調達を行いました。

④　事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
　該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

⑥　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はありません。

⑦　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
　該当事項はありません。
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(2)　直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分 第15期
(2016年３月期)

第16期
(2017年３月期)

第17期
(2018年３月期)

第18期
(当事業年度)
(2019年３月期)

売 上 高(千円) 990,225 1,368,722 1,606,677 1,612,993

経 常 利 益(千円) 106,924 289,938 423,924 264,555

当 期 純 利 益(千円) 82,667 191,657 292,878 191,931

１株当たり当期純利益 (円) 30.82 71.46 109.20 68.20

総 資 産(千円) 767,713 1,227,627 1,344,240 1,811,417

純 資 産(千円) 504,353 696,011 988,889 1,467,657

１ 株 当 た り 純 資 産 (円) 188.05 259.51 368.71 561.74

（注）1.当社は、2016年10月13日開催の当社取締役会決議に基づき、2016年11月26日付で普通株式１株につ
き100株の株式分割を行っております。第15期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当た
り当期純利益金額及び1株当たり純資産額を算定しております。

2.当社は、2018年１月30日開催の当社取締役会決議に基づき、2018年２月16日付で普通株式１株につ
き３株の株式分割を行っております。第15期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり
当期純利益金額及び１株当たり純資産額を算定しております。

(3)　重要な親会社及び子会社の状況
①　親会社の状況

　当社の親会社であった株式会社オプトホールディングは、2018年６月22日付で、当社株式
の東京証券取引所マザーズへの新規上場に伴う公募株式の発行による発行済株式総数の増加並
びに当該親会社による当社株式の一部売出しにより、同社による当社議決権の所有割合は20％
未満となり、当社の親会社に該当しないことになりました。

②　重要な子会社の状況
　　該当事項はありません。
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(4)　対処すべき課題
　当社は中長期的な会社の成長と企業価値の向上及びその最大化を実現するために、以下の点を
主な経営課題と捉えております。

①クラウドソリューション事業における取組について
　a.商材供給の安定化及び品質の維持について(JDネット)

当社のクラウドソリューション事業では、創業以来のコンテンツ事業のノウハウを活かし、
商材や自社メディア・サービスの企画開発を行い、現在商材数は66種類（2019年３月31日現
在）にのぼります。当社で取り扱う商材は、ターゲットユーザーが中小・零細企業であり、機
能面では限定されているが安価で使いやすいことが必要なため、価格と質を維持しながら安定
的に商材供給を実現することが事業規模拡大の課題です。当社は自社開発にこだわらず、パー
トナー企業や外部のサービス提供企業とも協力し、安定的な商材供給を確保するように努めて
おります。

また、パートナー企業の満足度向上のためには商材の品質確保が必要になります。取り扱う
商材は自社にて動作確認を行い、不具合の発生等を最小限に抑制するように努めております。
今後は、更なる品質の向上を実現する事が当社の事業拡大のため必要であると考えます。

　b.パートナー企業数の適切な拡充とフォロー強化について(JDネット)
当社のクラウドソリューション事業では、参加パートナー企業数の増大はJDネット登録料売

上、営業支援売上、商材売上の増加につながります。一方で、パートナー企業の多くは既存事
業の顧客に対して更なる提案を行うために当社の商材を求めており、パートナー企業の無制限
な拡大はパートナー企業が抱える既存顧客への過度な営業や奪い合いなどのトラブルを引き起
こします。また、当社による販促支援の人的稼働も有限であることから、満足度の低下をもた
らす可能性もあります。そのため、パートナー企業の募集に関しては、地域や業種を加味し適
切な拡充をすることに努めております。また、既存パートナー企業に対しては営業同行や商材
の勉強会等の開催によるフォローを定期的に行っております。

今後、パートナー企業による商材売上を増加させるためには、新規参加社数の確保だけでな
く、既存パートナー企業へのフォローに関しても、体制の強化とともに、より効率的な営業支
援方法の確立が必要になります。
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　c.士業活用支援サービスの推進について（Jエンジン）
当社は、同サービスを顧客企業に提供するにあたって、士業リソースを活用した政府及び地

方自治体の中小企業向けの公的支援制度の活用を推奨しております。よって今後、制度の活用
に直接関係する法律、税制等の改正や各種制度に関する政府及び地方自治体の施策に重要な変
更があった場合、影響を受ける可能性があります。しかしながら、そのような事態に対処する
ため、本サービスでは、公的支援制度活用以外にも、地方銀行・信用金庫を中心に金融機関と
連携した顧客の資金面を支援する体制づくり及び顧客企業の固定費等を削減し資金確保を実現
するためのコスト削減商材の提供を拡大する計画です。

②コンテンツ事業における取組について
　a.ソーシャルメディアやデバイスの変化への対応について

当社は、今後の事業拡大において、新たなソーシャルメディアの出現、スマートフォンやタ
ブレット端末等の新しいデバイスの出現等にみられるインターネット市場におけるトレンドを
常に把握しながら、顧客のマーケティングニーズへの対応を図ることが重要と考えております。
そのため、新たなソーシャルメディアやその活用方法に関して、企画から制作、運用までを一
貫して展開できるサービス体制の強化を引き続き図っていく方針であります。

　b.クラウドソリューション事業との連携強化について
当社のクラウドソリューション事業では、全国のパートナー企業による販売網を構築し、

Webマーケティングに関する商材等を販売しております。そういった中で、当社としては首都
圏以外の地域に大きな潜在的な需要があると見込んでおり、コンテンツ事業の売上高向上には、
現状、大手広告代理店との連携が主要ですが、クラウドソリューション事業との連携強化によ
る全国展開も必要と考えております。そのために、コンテンツ事業の商材をパートナー企業に
も展開していく方針であります。

③新規事業の展開について
　当社の主要事業であるクラウドソリューション事業では、販売代理店であるパートナー企業に
安価で利益率の高い経営支援・Web活用支援に関する商材を提供しておりますが、パートナー企
業にも様々な特性とニーズがあるため、パートナー企業にとって有益な価値を提供する新規事業
の展開が今後の事業規模拡大につながると考えております。よってクラウドソリューション事業
拡大のため、新規事業として中小企業の販売力強化を目的とした採用や教育支援等を行う人材事
業領域の新規事業展開を検討しております。
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④優秀な人材の確保と組織体制の強化について
　当社が継続的に企業価値を拡大していくためには、より専門性の高いサービスを構築できる人
材を十分に確保していくことが重要であると考えております。ソーシャルメディアと親和性が高
いと考えられる新卒採用に注力するとともに、高い専門性を有する人材及び管理職の獲得のため
中途採用にも取り組んでおります。
　また、事業の拡大に応じた管理業務を支障なく遂行できるよう、内部統制の仕組みを改善し、
管理部門の人員についても必要に応じて強化してまいります。

(5)　主要な事業内容（2019年３月31日現在）
事 業 区 分 事 業 内 容

クラウドソリューション
事 業

企業向け研修の企画・販売、SEO・Webマーケティングツール等の販売及び
販売権の提供といったITを活用した中小企業向け経営コンサルティングサー
ビス

コ ン テ ン ツ 事 業 メールマーケティング支援サービス、ソーシャルメディア活性化支援サービ
ス、コンテンツ制作サービス

(6)　主要な営業所（2019年３月31日現在）
本 社 東京都渋谷区
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(7)　使用人の状況（2019年３月31日現在）
事 業 区 分 使 用 人 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減

ク ラ ウ ド ソ リ ュ ー シ ョ ン 事 業 46 （13）名 9名増 （3名増）

コ ン テ ン ツ 事 業 22 （5） 4名増 （1名減）

全 社 （ 共 通 ） 6 （1） 3名増 （－）

合 計 74 （19） 16名増 （2名増）

使 用 人 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

74（19）名 16名増（2名増） 32.7歳 4.5年

（注）１．従業員数は就業人員であり、役員は含まれておりません。また、（　）内に臨時雇用者（アルバイト、
パートタイマー、派遣社員を含む）の年間の平均人数を外数で記載しております。

２．平均年齢及び平均勤続年数は、小数点第２位以下を切り捨てて表示しております。

(8)　主要な借入先の状況（2019年３月31日現在）
借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 10,000千円

株 式 会 社 三 菱 U F J 銀 行 10,000千円

株 式 会 社 り そ な 銀 行 10,000千円

(9)　その他会社の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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２．株式の状況（2019年３月31日現在）
(1)　発行可能株式総数 10,500,000株
(2)　発行済株式の総数 2,903,000株
(3)　株　　　主　　　数 1,387名
(4)　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 （ 株 ） 持 株 比 率 （ ％ ）

白 石 崇 1,313,800 50.29

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
（ 信 託 口 ） 407,600 15.60

Ｇ Ｏ Ｌ Ｄ Ｍ Ａ Ｎ 　 Ｓ Ａ Ｃ Ｈ Ｓ
Ｉ Ｎ Ｔ Ｅ Ｒ Ｎ Ａ Ｔ Ｉ Ｏ Ｎ Ａ Ｌ 118,251 4.53

ラ イ ト ア ッ プ 従 業 員 持 株 会 55,700 2.13

Ｓ Ｂ Ｉ ベ ン チ ャ ー 企 業 成 長 支 援 ３ 号
投 資 事 業 有 限 責 任 組 合 47,700 1.83

ＭＯＲＧＡＮ　ＳＴＡＮＬＥＹ＆ＣＯ．
Ｉ Ｎ Ｔ Ｅ Ｒ Ｎ Ａ Ｔ Ｉ Ｏ Ｎ Ａ Ｌ 　 Ｐ Ｌ Ｃ 38,000 1.45

Ｓ Ｂ Ｉ ベ ン チ ャ ー 企 業 成 長 支 援 ４ 号
投 資 事 業 有 限 責 任 組 合 34,500 1.32

ＳＢＩアドバンスト・テクノロジー１号
投 資 事 業 有 限 責 任 組 合 26,400 1.01

株 式 会 社 コ ー ル マ ン パ ー ト ナ ー シ ッ プ 24,900 0.95

Ｓ Ｂ Ｉ ベ ン チ ャ ー 企 業 成 長 支 援 ２ 号
投 資 事 業 有 限 責 任 組 合 24,300 0.93

（注）１．当社は、自己株式を290,300株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

(5)　その他株式に関する重要な事項
2018年６月21日を払込期日とする公募増資及び2018年７月27日を払込期日とするオーバー
アロットメントによる売出しに関連して行う第三者割当増資による新株発行により、発行済株
式総数は221,000株増加しております。
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３．新株予約権等の状況
(1)　当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予

約権の状況
第 ３ 回 新 株 予 約 権

発行決議日 2016年６月28日

新株予約権の数 80個

新株予約権の目的となる株式の種類と数（注）１ 普通株式 24,000株
(新株予約権１個につき 300株)

新株予約権の払込金額 新株予約権と引換えに払い込みは要
しない

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額（注）１ 新株予約権１個当たり 100,200円
(１株当たり 334円)

権 利 行 使 期 間 2018年６月30日から
2026年６月28日まで

行 使 の 条 件 （注）２

役 員 の
保 有 状 況

取 締 役 （ 社 外 取 締 役 を 除 く ）
新株予約権の数 80個
目的となる株式数 24,000株
保有者数 3名

監 査 役 ―

（注）１．当社は2016年11月26日付で普通株式１株につき100株、2018年２月16日付で普通株式１株につき
３株の株式分割を行っております。これにより、上表に記載の「新株予約権の目的となる株式の種類
と数」、「新株予約権の行使に際して出資される財産の価額」は調整後の内容となっております。

２．権利行使時において、当社並びに当社子会社の取締役、監査役もしくは従業員たる地位を保有してい
ることとします。

(2)　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
　　　該当事項はありません。
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４．会社役員の状況
(1)　取締役及び監査役の状況（2019年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況
代 表 取 締 役 社 長 白 石 　 崇
取 締 役 村 越 　 亨 管理部門担当
取 締 役 佐 藤 寛 信 コンテンツ事業部門担当
取 締 役 吉 　 本 　 信 治 郎 クラウドソリューション事業部門担当
取 締 役 吉 川 浩 永 合同会社ＨＹ　代表社員

取 締 役 原 　 　 　 大 二 郎
ライジング法律事務所　パートナー
株式会社ゼネラル・オイスター
社外取締役（監査等委員）

常 勤 監 査 役 細 　 川 　 幸 一 郎
監 査 役 大 雲 卓 雄 大雲司法書士事務所　所長

監 査 役 本 行 隆 之

シロウマサイエンス株式会社　取締役
のぞみ監査法人　代表社員
Hamee株式会社　監査役
大江戸温泉リート投資法人　監督役員
株式会社Stand by C京都　代表取締役
株式会社NHKビジネスクリエイト　監査役
株式会社みらいワークス　監査役
株式会社NHKアート　監査役
株式会社インフキュリオン・グループ　監査役

（注）１．取締役吉川浩永氏及び取締役原大二郎氏は、社外取締役であります。
２．監査役細川幸一郎氏、大雲卓雄氏及び本行隆之氏は、社外監査役であります。
３．常勤監査役細川幸一郎氏及び監査役本行隆之氏は、財務及び会計に関する相当程度の知見を有してお

ります。
４．当社は、社外取締役原大二郎氏、常勤社外監査役細川幸一郎氏、社外監査役大雲卓雄氏及び本行隆之

氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

(2)　責任限定契約の内容の概要
　当社は、会社法第427条第１項に基づき、各社外取締役及び各監査役との間に同法第423条第
１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度
額は、職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、法令の定める最低責任限度額を限
度としております。
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(3)　取締役及び監査役の報酬等
　当事業年度に係る報酬等の総額
区 分 員 数 報 酬 等 の 額

取 締 役
（う　　ち　　社　　外　　取　　締　　役）

6名
（2）

42,111千円
（3,000）

監 査 役
（う　　ち　　社　　外　　監　　査　　役）

3
（3）

9,960
（9,960）

合 計
（う　　ち　　社　　外　　役　　員）

9
（5）

52,071
（12,960）

（注）１．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２．取締役の報酬限度額は、2007年５月29日開催の第５期定時株主総会において年額300百万円以内（た

だし、使用人分給与は含まない）と決議いただいております。
３．監査役の報酬限度額は、2018年２月15日開催の臨時株主総会において年額60百万円以内と決議いた

だいております。

(4)　社外役員に関する事項
①　他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役吉川浩永氏は、合同会社ＨＹ代表社員でありますが、当社と兼職先との間に特別な関
係はなく、その他の人的及び特別な利害関係を有しておりません。

・取締役原大二郎氏は、ライジング法律事務所パートナー、株式会社ゼネラル・オイスター社
外取締役（監査等委員）でありますが、当社と各兼職先との間に特別な関係はなく、その他
の人的及び特別な利害関係を有しておりません。

・監査役大雲卓雄氏は、大雲司法書士事務所の所長でありますが、当社と兼職先との間に特別
な関係はなく、その他の人的及び特別な利害関係は有しておりません。

 

・監査役本行隆之氏は、株式会社Stand by C京都の代表取締役、シロウマサイエンス株式会社
の取締役、Hamee株式会社、株式会社NHKビジネスクリエイト、株式会社みらいワークス、
株式会社NHKアート及び株式会社インフキュリオン・グループの監査役、のぞみ監査法人の
代表社員、大江戸温泉リート投資法人の監督役員でありますが、当社と各兼職先との間に特
別な関係はなく、その他の人的及び特別な利害関係は有しておりません。
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②　当事業年度における主な活動状況
区 分 氏 名 出 席 状 況 及 び 発 言 状 況

取締役 吉 川 浩 永
当事業年度開催の取締役会17回のうち16回に出席し、社外での経験と
知見から、適宜発言を行っております。

取締役 原 　 　 　 大 二 郎
当事業年度開催の取締役会17回のうち16回に出席し、主に弁護士とし
て培ってきた豊富な経験と知見から、適宜発言を行っております。

監査役 細 　 川 　 幸 一 郎

常勤監査役として、書類の閲覧や業務及び財産の状況を調査するほか、
内部統制システムの整備をはじめとする取締役等の職務執行を監視、検
証しております。
当事業年度開催の取締役会17回のうち17回に出席し、また監査役会12
回のうち12回に出席しており、各種法令や財務を主体とした立場から
必要な発言を行っております。

監査役 大 雲 卓 雄
当事業年度開催の取締役会17回のうち16回に出席し、また監査役会12
回のうち12回に出席しており、主に司法書士として培ってきた豊富な
経験と知見から、適宜発言を行っております。

監査役 本 行 隆 之
当事業年度開催の取締役会17回のうち16回に出席し、また監査役会12
回のうち12回に出席しており、主に公認会計士として培ってきた豊富
な経験と知見から、適宜発言を行っております。
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５．会計監査人の状況
(1)　名称　　　　　　　　　　ＰｗＣあらた有限責任監査法人

(2)　報酬等の額
報 酬 等 の 額

当事業年度に係る監査証明業務に基づく報酬 20,000千円

当事業年度に係る非監査業務に基づく報酬 －

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監
査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠など
が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の
判断をいたしました。

３．当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針としましては、ＰｗＣあらた有限責任監査法人
が策定した監査計画、監査内容、監査日数等を勘案し、両者で協議の上で監査報酬を決定しておりま
す。

(3)　非監査業務の内容
　該当事項はありません。

(4)　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、
株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場
合は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した
監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理
由を報告いたします。
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６．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
(1)　業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の
適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。
①　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　ⅰ）役職員の職務の執行が法令及び定款に適合し、かつ社会的責任を果たすため、コンプラ
　　　イアンスポリシー（企業行動憲章等）を定め、それを全役職員に周知徹底させる。
　ⅱ）コンプライアンス担当部署は役職員に対し、コンプライアンスに関する研修を行うこと
　　　等により、役職員に対し、コンプライアンスの知識を高め、コンプライアンスを尊重す
　　　る意識を醸成する。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　重要な意思決定及び報告に関しては、取締役会規程に基づいて実施される。また、文書管理
規程などの社内規程に従って管理を行い、監査役の要求があった場合、取締役は速やかに当該
情報・文書を提出するものとする。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　ⅰ）取締役会は、当社の損害を防止するため、別途「危機管理規程」を作成し、その規程に
　　　従ってリスク管理を行う。
　ⅱ）各事業部門は、それぞれの部門に関するリスクの管理を行う。各事業部門の長は、定期
　　　的にリスク管理の状況を経営会議で報告する。
　ⅲ）新たに生じたリスクへの対応が必要な場合は、速やかに対応責任者となる取締役を定め
　　　る。
　ⅳ）リスクが現実化し、重大な損害の発生が予測される場合には、速やかに経営会議で報告
　　　する。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　ⅰ）職務権限並びに意思決定ルールにより適正かつ効率的に職務の執行が行われる体制をと
　　　り、併せて運用状況を定期的に検証する。
　ⅱ）業務運営の状況を把握し、その改善を図るため、内部監査部門が内部監査を実施する。
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⑤　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する
体制

　監査役を補助すべき使用人として、監査役会から要請がある場合に必要な人員を配置する。

⑥　使用人の取締役からの独立性に関する事項
　監査役を補助すべき使用人の任命、人事異動等の人事権に関しては、監査役会の事前の同意

を得るものとする。

⑦　取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制
　ⅰ）取締役及び使用人は、会社に重大な損失を与える事項が発生し又は発生する恐れがある
　　　とき、役職員により違法又は不正な行為を発見したとき、その他監査役会が報告すべき
　　　ものと定めた事項が生じたときは、監査役に報告する。
　ⅱ）事業部門を統括する取締役は、監査役と協議の上、定期的又は不定期に、担当する部門

のリスク管理体制について報告するものとする。

⑧　監査役の監査が実効的に行われることを確保する体制
　ⅰ）役職員の監査役監査に対する理解を深め、監査役監査の環境を整備するよう務める。
　ⅱ）代表取締役及び会計監査人と定期的な意見交換の場を設け、適切な意思疎通及び効果的

　な監査業務の遂行を図る。

(2)　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。
①　法令及び定款に適合することを確保するための体制について

　内部監査規程により計画された年間計画に基づき、監査役との連携のもとで定期監査を実施
しております。各部署の法令、内部規程（規則）に則した職務執行状況を確認し、代表取締役
に報告、必要に応じて業務の改善指導を実施しております。また、コンプライアンス相談窓口
の設置による社内通報制度の運用も継続的に実施しております。
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②　取締役の職務の執行について
　取締役会規程に基づき、月１回の定時取締役会を開催しております。適宜臨時取締役会も開
催し重要事項の決定及び取締役の職務執行状況の監督を実施しております。定時取締役会及び
臨時取締役会の資料、議事録は「文書管理規程」に基づいて担当部署により作成され、セキュ
リティが保持された社内文書サーバー及び鍵付きキャビネットに保管されております。

③　リスク管理に関する規程その他の体制について
　取締役会にて当社を取り巻くリスクを認識し、適切な対応によるリスクの軽減、予防につい
て検討しております。また、リスク管理規程に基づき、リスク管理事務局を設置し、定期的な
モニタリングを実施しております。

④　監査役の監査、職務執行について
　当社監査役は当社の定時及び臨時取締役会、その他重要な会議に出席し、当社に関する重要
な事項の報告を受け、適宜助言・提言などを述べるとともに、月１回の監査役会を開催し当社
の経理システム並びに内部監査等について適宜、必要な発言を行っております。また、監査の
担当部署と連携して監査を行うことで監査役監査の実効性確保を図っております。

７．会社の支配に関する基本方針
　該当事項はありません。
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貸　借　対　照　表
（2019年３月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（資　  産　  の　  部）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
仕 掛 品
貯 蔵 品
前 払 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物 附 属 設 備
減 価 償 却 累 計 額
建 物 附 属 設 備 （ 純 額 ）
工 具 、 器 具 及 び 備 品
減 価 償 却 累 計 額
工具、器具及び備品（純額）
リ ー ス 資 産
減 価 償 却 累 計 額
リ ー ス 資 産 （ 純 額 ）

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定

投 資 そ の 他 の 資 産
敷 金
破 産 更 生 債 権 等
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

1,690,067
1,358,346

18,199
300,068

4,144
1,820

22,849
12,584

△27,947
121,350
10,755
28,751

△19,911
8,839
7,911

△7,486
425

10,040
△8,549

1,491
6,309
2,753
3,555

104,285
82,944
1,821

21,303
54

△1,837

（負　  債　  の　  部）
流 動 負 債 343,437

買 掛 金 109,987
短 期 借 入 金 30,000
リ ー ス 債 務 1,517
未 払 金 49,560
未 払 法 人 税 等 39,866
前 受 金 100,699
預 り 金 8,170
そ の 他 3,635

固 定 負 債 322
リ ー ス 債 務 322

負 債 合 計 343,760
（純　資　産　の　部）

株 主 資 本 1,467,657
資 本 金 386,381
資 本 剰 余 金 304,281

資 本 準 備 金 304,281
利 益 剰 余 金 1,063,521

そ の 他 利 益 剰 余 金 1,063,521
繰 越 利 益 剰 余 金 1,063,521

自 己 株 式 △286,526
純 資 産 合 計 1,467,657

資 産 合 計 1,811,417 負 債 純 資 産 合 計 1,811,417
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損　益　計　算　書

( 2018年４月 1 日から
2019年３月31日まで )

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 1,612,993
売 上 原 価 512,598
売 上 総 利 益 1,100,395
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 822,880
営 業 利 益 277,514
営 業 外 収 益

受 取 利 息 13
そ の 他 231 245

営 業 外 費 用
支 払 利 息 493
支 払 手 数 料 12,710 13,204

経 常 利 益 264,555
税 引 前 当 期 純 利 益 264,555
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 79,493
法 人 税 等 調 整 額 △6,870 72,623
当 期 純 利 益 191,931

－ 20 －



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

株主資本等変動計算書

( 2018年４月 1 日から
2019年３月31日まで )

（単位：千円）
株 主 資 本

純 資 産
合 計資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合　　計資本準備金 資本剰余金

合　　　計

その他利益剰
余 金 利益剰余金

合　　　計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 99,700 17,600 17,600 871,589 871,589 － 988,889 988,889

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 286,681 286,681 286,681 573,362 573,362

当 期 純 利 益 191,931 191,931 191,931 191,931

自己株式の取得 △286,526 △286,526 △286,526

当 期 変 動 額 合 計 286,681 286,681 286,681 191,931 191,931 △286,526 478,768 478,768

当 期 末 残 高 386,381 304,281 304,281 1,063,521 1,063,521 △286,526 1,467,657 1,467,657
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1)　資産の評価基準及び評価方法

　たな卸資産の評価基準及び評価方法
①仕掛品　　　　個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
②貯蔵品　　　　先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

(2)　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　建物附属設備　　　　　　８～15年
　工具、器具及び備品　　　４～20年

②　無形固定資産（リース資産を除く）
・自社利用のソフトウエア　　　社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

③　リース資産
・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっておりま
す。

(3)　引当金の計上基準
貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、
回収不能見込額を計上しております。

(4)　その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理　　　　　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

２．表示方法の変更に関する注記
（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）を当事業年度
の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区
分に表示しております。

－ 22 －
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３．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

営業取引による取引高
売上高 14,043千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記
(1)　当事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 2,903,000株
(2)　当事業年度の末日における自己株式の種類及び数

普通株式 290,300株
(3)　当事業年度の末日における新株予約権 (権利行使期間の初日が到来していないものを除く。) の目的と

なる株式の種類及び数
普通株式 28,200株

５．税効果会計に関する注記
(1)　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
売掛金 78,820千円
その他 23,672千円

繰延税金資産小計 102,492千円
評価性引当額 △81,189千円
繰延税金資産合計 21,303千円

(2)　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの､当該差異の原
因となった主要な項目別内訳
法定実効税率 30.6％

（調整）
住民税均等割 0.2％
税額控除 △3.2％
留保金課税 4.5％
評価性引当額の減少 △5.3％
その他 0.7％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 27.5％

－ 23 －



６．金融商品に関する注記
(1)　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　当社は、資金計画に基づき、必要な資金は銀行借入により調達しております。資金運用については短期
的な預金等に限定しており、デリバティブ取引は行わない方針であります。

②　金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
　賃貸物件に係る敷金は、差入先の信用リスクに晒されております。
　営業債務である買掛金及び未払金は、すべて１年以内の支払期日であります。
　短期借入金の返済日は１年以内となっておりますが、金利の変動リスクに晒されております。

③　金融商品に係るリスク管理体制
・信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
　当社は、営業債権について、取引先の状況を定期的に確認し、取引相手先ごとに財務状況等の悪化に
よる回収懸念の早期把握や軽減を図っております。
・資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社は各事業部からの報告に基づき管理グループが適時に資金繰り計画を作成・更新するとともに、
手許流動性の維持等により流動性リスクを管理しております。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額
が含まれております。当該価額の算定において変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用
することにより、当該価額が変動することがあります。

－ 24 －
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(2)　金融商品の時価等に関する事項
　貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。
　なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。

貸借対照表計上額 時 価 差 額

(1) 現 金 及 び 預 金 1,358,346千円 1,358,346千円 －千円

(2) 受 取 手 形 18,199 18,199 －

(3) 売 掛 金 300,068

貸 倒 引 当 金 （ 注 ） １ △27,947

差 引 272,121 272,121 －

(4) 破 産 更 生 債 権 等 1,821

貸 倒 引 当 金 （ 注 ） ２ △1,821

差 引 － － －
(5) 敷 金 82,944 84,221 1,277

資 産 計 1,731,612 1,732,889 1,277

(1) 買 掛 金 109,987 109,987 －

(2) 短 期 借 入 金 30,000 30,000 －

(3) 未 払 金 49,560 49,560 －

(4) 未 払 法 人 税 等 39,866 39,866 －

(5) リ ー ス 債 務
（１年内返済予定を含む） 1,840 1,831 △8

負 債 計 231,254 231,246 △8

（注）１．売掛金に計上している貸倒引当金を控除しております。
２．破産更生債権等に計上している貸倒引当金を控除しております。

（注）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資　産
(1)現金及び預金、(2)受取手形及び(3)売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており
ます。
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(4)破産更生債権等
担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は、決算日における

貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額をもって時価としてお
ります。
(5)敷金

敷金の時価評価については、将来キャッシュ・フローを国債の利回り等、適切な指標に基づく利率で割
り引いた現在価値により算出しております。

負　債
(1)買掛金、(2)短期借入金、(3)未払金及び(4)未払法人税等

これらはすべて短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ
ております。
(5)リース債務（１年内返済予定を含む）

元利金の合計額を同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定
しております。

７．関連当事者との取引に関する注記
重要性が乏しいため、記載を省略しております。

８．１株当たり情報に関する注記
(1)　１株当たりの純資産額 561円74銭
(2)　１株当たりの当期純利益 68円20銭
(3)　潜在株式調整後１株当たりの当期純利益 67円77銭

（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりです。

純資産の部の合計額 1,467,657千円
純資産の部の合計額から控除する金額 －
普通株式に係る期末の純資産額 1,467,657千円
１株当たり純資産額の算定に用いられた
期末の普通株式の数

2,612,700株

－ 26 －
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　　　２．１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は，以下のとおり
　　です。

  １株当たり当期純利益
  当期純利益 191,931千円
  普通株主に帰属しない金額 －
  普通株式に係る当期純利益 191,931千円
  普通株式の期中平均株式数 2,814,344株

  潜在株式調整後１株当たり当期純利益
  普通株式増加数 17,737株
  （うち新株予約権) 17,737株
希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式
の概要

－

９．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

－ 27 －



会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2019年６月４日
株式会社ライトアップ

取締役会　御中
ＰｗＣあらた有限責任監査法人
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 池之上　孝　幸 ㊞
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 鈴　木　直　幸 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ライトアップの2018年４月１
日から2019年３月31日までの第18期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主
資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運
用することが含まれる。
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細
書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の
基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施すること
を求めている。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手
続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
以　 上

－ 28 －
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書
当監査役会は、2018年4月1日から2019年3月31日までの第18期事業年度の取締役の職務の執行に関

して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告い
たします。

1．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告

を受けるほか、取締役等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締

役、内部監査人その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるととも
に、以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、主に本社において業務及び財産の状況を調
査いたしました。
②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体
制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び
第3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内
部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を
受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。
③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、
会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各
号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って
整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。
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2．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めま
す。
②取締役の職務執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められませ
ん。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システ
ムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ
ん。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
ＰｗＣあらた有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2019年６月４日

株 式 会 社 ラ イ ト ア ッ プ 　 監 査 役 会
常勤社外監査役 細　川　幸一郎 ㊞
社 外 監 査 役 大　雲　卓　雄 ㊞
社 外 監 査 役 本　行　隆　之 ㊞

以　上
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株主総会参考書類
議案　取締役６名選任の件
　取締役全員（６名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役６名
の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

ふ り が な
氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重  要  な  兼  職  の  状  況）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

１
し ら

白
い し

石
 

　
たかし

崇
（1973年12月30日生）

1997年 ４月 日本電信電話株式会社入社

1,313,800株

2000年 ４月 株式会社ぷららネットワークス（現　株
式会社ＮＴＴぷらら）出向

2001年 ４月 株式会社サイバーエージェント入社
2002年 ４月 有限会社ライトアップ（現　株式会社ライ

トアップ）設立　代表取締役社長就任（現
任）

２
む ら

村
こ し

越
 

　
とおる

亨
（1973年３月16日生）

1996年 ９月 吉田公認会計士事務所（現　湘南パート
ナーズ税理士法人）入社

900株

2001年 ３月 トーメンサイバービジネス株式会社入社
2004年 ９月 同社　管理本部経理グループリーダー
2006年 ５月 当社入社　管理グループ　マネージャー
2007年 ５月 当社取締役就任（現任）
（担当）

　管理部門担当

３
さ

佐
と う

藤
ひ ろ

寛
の ぶ

信
（1977年10月７日生）

2000年 ４月 フリーランスの新聞記者・ライターとし
て活動

600株
2005年 ７月 当社入社
2006年 ９月 当社エディトリアルグループマネージャー
2009年 ９月 当社取締役就任（現任）
（担当）

　コンテンツ事業部門担当
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候補者
番　号

ふ り が な
氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重  要  な  兼  職  の  状  況）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

４
よ し

吉
 

　
も と

本
 

　
し ん

信
じ

治
ろ う

郎
（1976年２月15日生）

1999年 ４月 プライスウォーターハウスクーパース
コンサルタント株式会社（現　日本ア
イ・ビー・エム株式会社）入社

－株

2001年４ 月 株式会社ガーラ入社
2003年12月 同社執行役員就任
2005年10月 ソフトブレーン・サービス株式会社　執

行役員就任
2006年５ 月 当社監査役就任
2012年６ 月 当社取締役就任（現任）
（担当）

　クラウドソリューション事業部門担当

５
よ し

吉
か わ

川
ひ ろ

浩
な が

永
（1973年９月５日生）

2000年 ６月 株式会社オプト（現　株式会社オプトホ
ールディング）入社

－株
2010年 １月 同社執行役員就任
2013年 １月 株式会社Consumer first　代表取締役

就任
2015年２ 月 当社社外取締役就任（現任）
2017年１ 月 合同会社ＨＹ　代表社員　就任（現任）

６
は ら

原
 

　
 

　
 

　
だ い

大
じ

二
ろ う

郎
（1978年６月25日生）

2006年10月 弁護士登録

－株

2006年10月 弘中総合法律事務所　入所
2009年 ７月 清水直法律事務所　入所
2015年10月 ライジング法律事務所設立　パートナ

ー就任（現任）
2016年12月 当社社外取締役就任（現任）
2017年12月 株式会社ゼネラル・オイスター　社外取

締役（監査等委員）就任（現任）
（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．白石崇氏は、会社法第２条第４号の２に定める親会社等であります。
３．吉川浩永氏及び原大二郎氏は、社外取締役候補者であります。
４．(1)　吉川浩永氏を社外取締役候補者とした理由は、事業会社における執行役員及び代表社員として

の豊富な経験を有しており、経営全般について客観的な立場から有益なアドバイスをいただける
ものと期待し、選任をお願いするものであります。
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(2)　原大二郎氏を社外取締役候補者とした理由は、弁護士としての豊富な経験と幅広い見識を、当
社のコーポレートガバナンスの強化に活かしていただきたいためであります。なお、同氏は、過
去に社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与された経験はありませんが、上記の理由
により、社外取締役として、その職務を適切に遂行できるものと判断しております。

５．吉川浩永氏及び原大二郎氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、それぞれの社外取締役として
の在任期間は、本総会終結の時をもって吉川浩永氏が４年４ヶ月、原大二郎氏が２年６ヶ月となりま
す。

６．当社は、吉川浩永氏及び原大二郎氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第
１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、
会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としており、吉川浩永氏及び原大二郎氏の再任が承認
された場合は、当社は両氏との当該契約を継続する予定であります。

７．当社は、原大二郎氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。同氏が再任
された場合は、当社は引き続き同氏を独立役員とする予定であります。また、吉川浩永氏は、東京証
券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、同氏の再任が承認された場合には、独立役
員として届け出る予定であります。

以　 上
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